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(57)【要約】
【課題】変調信号をベースバンドの信号に変換する周波
数変換を、柔軟に行う。
【解決手段】変換部５２は、無線で送信されてくる変調
信号を、ベースバンドの信号に変換する周波数変換を行
う。変換部５２は、例えば、注入同期検波方式、及び、
自乗検波方式等の複数の変換方式で、周波数変換を行う
ことが可能であり、複数の変換方式の中から選択された
１つの変換方式で、変調信号を、ベースバンドの信号に
変換する。本発明は、例えば、電子機器の筐体内に収容
された半導体チップどうしの無線通信に適用できる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線で送信されてくる変調信号の周波数変換を行う変換部を備え、
　前記変換部は、複数の変換方式で、前記周波数変換を行うことが可能であり、前記複数
の変換方式の中から選択された１つの変換方式で、前記変調信号の周波数変換を行う
　受信装置。
【請求項２】
　前記複数の変換方式は、注入同期検波方式、及び、自乗検波方式であり、
　前記変換部は、前記注入同期検波方式、又は、前記自乗検波方式で、前記変調信号を、
ベースバンドの信号に変換する
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項３】
　前記変換部は、
　　前記変調信号の電圧電流変換を行う電圧電流変換回路と、
　　前記電圧電流変換回路が、前記変調信号の電圧電流変換を行うことにより出力する出
力信号が供給される共振回路と、
　　前記共振回路に接続され、負性抵抗の機能のオン／オフが可能な負性抵抗回路と、
　　前記変調信号と、前記共振回路が出力する信号とをミキシングするミキサと
　を有する
　請求項２に記載の受信装置。
【請求項４】
　前記変換部が、前記注入同期検波方式で、前記周波数変換を行う場合、
　　前記負性抵抗回路の負性抵抗の機能がオンにされることにより、前記共振回路と前記
負性抵抗回路とで、発振回路が構成され、
　　前記電圧電流変換回路が出力する前記出力信号が、前記発振回路に供給されることに
より、前記発振回路は、前記変調信号と同期した再生キャリアを出力し、
　　前記ミキサは、前記変調信号と、前記再生キャリアとをミキシングし、
　前記変換部が、前記自乗検波方式で、前記周波数変換を行う場合、
　　前記負性抵抗回路の負性抵抗の機能がオフにされ、
　　前記電圧電流変換回路と前記共振回路とで、増幅器が構成され、
　　前記増幅器は、前記変調信号を増幅して、増幅信号を出力し、
　　前記ミキサは、前記変調信号と、前記増幅信号とをミキシングする
　請求項３に記載の受信装置。
【請求項５】
　前記電圧電流変換回路は、前記電圧電流変換の利得を調整することが可能になっている
　請求項３に記載の受信装置。
【請求項６】
　前記共振回路は、共振周波数を調整することが可能になっている
　請求項３に記載の受信装置。
【請求項７】
　前記電圧電流変換回路は、一対のトランジスタを用いた差動増幅器で構成され、
　前記負性抵抗回路は、クロスカップル接続された一対のトランジスタで構成される
　請求項３に記載の受信装置。
【請求項８】
　前記変換部は、前記変換方式を指示する操作部の操作に応じて、前記変換方式を選択す
る
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項９】
　前記変換部は、前記変調信号のデータレートに応じて、前記変換方式を選択する
　請求項１に記載の受信装置。



(3) JP 2012-109700 A 2012.6.7

10

20

30

40

50

【請求項１０】
　前記変換部は、前記変調信号のレベルに応じて、前記変換方式を選択する
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項１１】
　前記変換部は、前記変調信号を送信してくる送信装置からの指示に応じて、前記変換方
式を選択する
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項１２】
　前記変調信号を送信する送信装置とともに、電子機器の筐体内に設置されている
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項１３】
　前記変調信号は、ミリ波帯の信号である
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項１４】
　前記変換部は、１チップの半導体チップ上に形成されている
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項１５】
　無線で送信されてくる変調信号の周波数変換を行う変換部を備える受信装置
　の前記変換部が、複数の変換方式で、前記周波数変換を行うことが可能であり、前記複
数の変換方式の中から選択された１つの変換方式で、前記変調信号の周波数変換を行う
　受信方法。
【請求項１６】
　キャリアを変調した変調信号を、無線で送信する送信装置が形成された１以上の半導体
チップと、
　前記変調信号を受信する受信装置が形成された複数の半導体チップと
　が、筐体内に収容され、
　前記受信装置は、前記変調信号の周波数変換を行う変換部を有し、
　前記複数の半導体チップのうちの、１の半導体チップの受信装置の前記変換部と、他の
１の半導体チップの受信装置の前記変換部とは、前記周波数変換を行う複数の変換方式の
うちの異なる変換方式で、前記変調信号の周波数変換を行う
　電子機器。
【請求項１７】
　前記複数の変換方式は、注入同期検波方式、及び、自乗検波方式であり、
　前記１の半導体チップの受信装置の前記変換部は、前記注入同期検波方式で、前記変調
信号を、ベースバンドの信号に変換し、
　前記他の１の半導体チップの受信装置の前記変換部は、前記自乗検波方式で、前記変調
信号を、ベースバンドの信号に変換する
　請求項１６に記載の電子機器。
【請求項１８】
　前記変調信号は、ミリ波帯の信号である
　請求項１６に記載の電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、受信装置、受信方法、及び、電子機器に関し、無線通信において、変調信号
をベースバンドの信号に変換する周波数変換を、柔軟に行うことができるようにする受信
装置、受信方法、及び、電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、テレビジョン受像機や、ビデオカメラ、レコーダ等の各種の電子機器において
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は、その筐体内に、各種の信号処理を行うIC(Integrated Circuit)やLSI(Large-Scale In
tegration)等の半導体チップが配置された基板が収容されている。
【０００３】
　そして、同一の基板に配置された半導体チップどうしや、異なる基板に配置された半導
体チップどうしの間で、データ（画像や音声等の実データ、及び、制御データを含む）の
やりとりをするために、半導体チップどうしの間、及び、基板どうしの間には、有線によ
る配線が施されている。
【０００４】
　ところで、最近、半導体チップでは、3D画像や、高精細な画像等の大容量のデータを対
象として信号処理が行われ、そのような大容量のデータが、半導体チップどうしの間で、
高速でやりとりされることがある。
【０００５】
　そして、大容量のデータを高速でやりとりするために、半導体チップどうしの間、及び
、基板どうしの間の配線の配線数が増加し、さらに、配線の高周波対策が困難になること
がある。
【０００６】
　そこで、半導体チップどうしの間のデータのやりとりを、無線で行うことが提案されて
いる（例えば、特許文献１，２，３，４）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開2005-204221号公報
【特許文献２】特開2005-223411号公報
【特許文献３】特開平10-256478号公報
【特許文献４】米国特許第特5754948号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　無線通信では、送信装置において、キャリアが、送信対象の送信データに従って変調さ
れ、変調信号が、無線で送信される。そして、受信装置において、変調信号が検波される
ことで、変調信号をベースバンドの信号（ベースバンド信号）に変換する周波数変換が行
われ、ベースバンド信号から、送信データに対応するデータ（受信データ）が取得される
。
【０００９】
　ここで、変調信号の検波の方式には、例えば、同期検波（プロダクト検波）や、自乗検
波、包絡線検波等の種々の方式がある。
【００１０】
　また、例えば、同期検波では、受信装置において、送信装置で用いられたキャリアに同
期したキャリア（再生キャリア）を生成し、その再生キャリアと、変調信号とをミキシン
グ(乗算）することで、変調信号がベースバンドの信号に変換されるが、再生キャリアを
生成する方式には、例えば、PLL(Phase-Locked Loop)を用いる方式や、注入同期を用いる
方式等の種々の方式がある。
【００１１】
　したがって、周波数変換の変換方式は、検波の方式や、再生キャリアを生成する方式等
によって分類することができる。
【００１２】
　すなわち、変換方式としては、検波として、例えば、同期検波を行う方式や、自乗検波
を行う方式等があり、また、例えば、同期検波については、再生キャリアの生成に、PLL
を用いる方式や、注入同期を用いる方式等がある。
【００１３】
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　ところで、半導体チップどうしの間でやりとりされるデータが、画像のデータ等の大容
量のデータである場合には、無線通信のデータレートは、高速になるが、半導体チップど
うしの間でやりとりされるデータが、制御データの小容量のデータである場合には、無線
通信のデータレートは、低速になる。
【００１４】
　そして、周波数変換の変換方式には、例えば、低速なデータレートでの無線通信に適切
な変換方式や、不適切な変換方式がある。
【００１５】
　したがって、電子機器の筐体内に収容される半導体チップのすべてにおいて、同一の１
つの変換方式を採用すると、問題が生じることがある。
【００１６】
　本発明は、このような状況に鑑みてなされたものであり、変調信号をベースバンド信号
に変換する周波数変換を、柔軟に行うことができるようにするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明の第１の側面の受信装置は、無線で送信されてくる変調信号の周波数変換を行う
変換部を備え、前記変換部は、複数の変換方式で、前記周波数変換を行うことが可能であ
り、前記複数の変換方式の中から選択された１つの変換方式で、前記変調信号の周波数変
換を行う受信装置である。
【００１８】
　本発明の第１の側面の受信方法は、無線で送信されてくる変調信号の周波数変換を行う
変換部を備える受信装置の前記変換部が、複数の変換方式で、前記周波数変換を行うこと
が可能であり、前記複数の変換方式の中から選択された１つの変換方式で、前記変調信号
の周波数変換を行う受信方法である。
【００１９】
　以上のような第１の側面においては、複数の変換方式で、前記周波数変換を行うことが
可能な変換部において、前記複数の変換方式の中から選択された１つの変換方式で、前記
変調信号の周波数変換が行われる。
【００２０】
　本発明の第２の側面の電子機器は、キャリアを変調した変調信号を、無線で送信する送
信装置が形成された１以上の半導体チップと、前記変調信号を受信する受信装置が形成さ
れた複数の半導体チップとが、筐体内に収容され、前記受信装置は、前記変調信号の周波
数変換を行う変換部を有し、前記複数の半導体チップのうちの、１の半導体チップの受信
装置の前記変換部と、他の１の半導体チップの受信装置の前記変換部とは、前記周波数変
換を行う複数の変換方式のうちの異なる変換方式で、前記変調信号の周波数変換を行う電
子機器である。
【００２１】
　以上のような第２の側面の電子機器においては、キャリアを変調した変調信号を、無線
で送信する送信装置が形成された１以上の半導体チップと、前記変調信号を受信する受信
装置が形成された複数の半導体チップとが、筐体内に収容されており、前記受信装置は、
前記変調信号の周波数変換を行う変換部を有している。そして、前記複数の半導体チップ
のうちの、１の半導体チップの受信装置の前記変換部と、他の１の半導体チップの受信装
置の前記変換部とでは、前記周波数変換を行う複数の変換方式のうちの異なる変換方式で
、前記変調信号の周波数変換が行われる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の第１及び第２の側面によれば、周波数変換を、柔軟に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明を適用した電子機器の第１実施の形態の構成例を示す平面図である。
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【図２】通信装置の構成例を示すブロック図である。
【図３】変換部５２の構成例を示すブロック図である。
【図４】変換部５２が、注入同期検波方式で周波数変換を行う場合の動作を説明する図で
ある。
【図５】変換部５２が、自乗検波方式で周波数変換を行う場合の動作を説明する図である
。
【図６】電圧電流変換回路６２、負性抵抗回路６３、及び、LC共振回路６４の構成例を示
す図である。
【図７】注入同期検波方式と自乗検波方式それぞれの特徴を説明する図である。
【図８】ベースバンド信号からの、データ系列の選択を説明する図である。
【図９】変調信号のデータレートに応じた、変換方式の選択を説明する図である。
【図１０】変調信号を送信する送信装置４０からの指示に応じた、変換方式の選択を説明
する図である。
【図１１】本発明を適用した電子機器の第２実施の形態の構成例を示す平面図である。
【図１２】自乗検波方式のみで、周波数変換を行う変換部５２の構成例を示すブロック図
である。
【図１３】注入同期検波方式のみで、周波数変換を行う変換部５２の構成例を示すブロッ
ク図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　＜第１実施の形態＞
【００２５】
　［電子機器の第１実施の形態の構成例］
【００２６】
　図１は、本発明を適用した電子機器の第１実施の形態の構成例を示す平面図である。
【００２７】
　図１の電子機器では、金属製等の筐体１０内に、基板２１及び２２が収容されている。
【００２８】
　基板２１には、半導体チップ（パッケージ）３１及び３２が配置され、基板２２には、
半導体チップ３３及び３４が配置されている。
【００２９】
　半導体チップ３１ないし３４は、電子機器がその機能を発揮するための所定の信号処理
を行う、CMOS(Complementary Metal Oxide Semiconductor)等の半導体チップで、信号処
理の対象となるデータや、信号処理の結果得られるデータ、その他のデータを、無線でや
りとりする無線通信の機能を有している。
【００３０】
　すなわち、半導体チップ３１ないし３４上には、所定の信号処理を行う回路の他、無線
通信を行う通信装置が構成されている。
【００３１】
　半導体チップ３１ないし３４の通信装置は、例えば、1cm程度以下等の、十分に近い距
離のみ、無線通信を行うことが可能なように、電波の出力等が調整されている。そのため
、半導体チップ３１ないし３４、並びに、基板２１及び２２は、半導体チップ３１ないし
３４のうちの、無線通信を行う任意の２つの半導体チップの距離が、十分に近い距離以下
になるように配置されている。
【００３２】
　すなわち、図１では、例えば、半導体チップ３１ないし３４のうちの任意の２つの半導
体チップが無線通信を行うようになっており、そのため、半導体チップ３１ないし３４の
うちの任意の２つの半導体チップの距離が、十分に近い距離以下になるように、半導体チ
ップ３１ないし３４、並びに、基板２１及び２２が配置されている。
【００３３】
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　なお、半導体チップ３１ないし３４のうちの任意の２つの半導体チップの間では、無線
の他、有線で、データのやりとりを行うことができる。半導体チップ３１ないし３４のう
ちの任意の２つの半導体チップの間において、有線で、データのやりとりを行う場合には
、その２つの半導体チップが電気的に接続されるように、配線が施される。
【００３４】
　［通信装置の構成例］
【００３５】
　図２は、図１の半導体チップ３１ないし３４上に構成されている通信装置の構成例を示
すブロック図である。
【００３６】
　図２において、通信装置は、送信装置４０、及び、受信装置５０を有し、例えば、ミリ
波帯の無線通信を行う。
【００３７】
　ここで、ミリ波とは、周波数が30ないし300GHz程度、つまり、波長が、1ないし10mm程
度の電波である。ミリ波帯の電波によれば、周波数が高いことから、高速のデータレート
でのデータ伝送が可能であり、小さなアンテナで、無線通信（ワイヤレス伝送）を行うこ
とができる。
【００３８】
　なお、半導体チップ３１ないし３４の中で、無線によるデータの送信しか行わない半導
体チップの通信装置は、送信装置４０だけで構成することができる。同様に、無線による
データの受信しか行わない半導体チップの通信装置は、受信装置５０だけで構成すること
ができる。
【００３９】
　送信装置４０は、発振器４１、ミキサ４２、アンプ４３、及び、アンテナ４４を有する
。
【００４０】
　発振器４１は、発振によって、例えば、56GHz等のミリ波帯のキャリアを発生し、ミキ
サ４２に供給する。
【００４１】
　ミキサ４２には、発振器４１からキャリアが供給される他、図示せぬ回路から、送信対
象の送信データが供給される。
【００４２】
　ここで、送信データとしては、例えば、最大で、11Gbpsのデータレートのデータを用い
ることができる。
【００４３】
　ミキサ４２は、送信データと、発振器４１からのキャリアとをミキシング（乗算）する
ことにより、発振器４１からのキャリアを、送信データに従って変調し、その結果得られ
る変調信号を、アンプ４３に供給する。
【００４４】
　ここで、送信データに従ってキャリアを変調する変調方式は、特に限定されるものでは
ないが、ここでは、説明を簡単にするために、例えば、振幅変調(ASK(Amplitude Shift K
eying))を採用することとする。
【００４５】
　アンプ４３は、ミキサ４２からの変調信号を増幅し、アンテナ４４に供給する。
【００４６】
　アンテナ４４は、例えば、1mm程度のボンディングワイヤで構成され、アンプ４３から
の変調信号を、電波として出力する。
【００４７】
　受信装置５０は、アンテナ５１、及び、変換部５２を有する。
【００４８】
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　アンテナ５１は、例えば、アンテナ４４と同様に、1mm程度のボンディングワイヤで構
成され、他の半導体チップの通信装置から送信されてくる電波としての変調信号を受信し
て、変換部５２に供給する。
【００４９】
　変換部５２は、アンテナ５１からの変調信号を検波することにより、その変調信号を、
ベースバンド信号に変換する周波数変換を行い、ベースバンド信号から、送信データ（に
対応するデータ）を取得し、受信データとして出力する。
【００５０】
　ここで、変換部５２は、複数の変換方式で、周波数変換を行うことが可能であり、複数
の変換方式の中から選択された１つの変換方式で、アンテナ５１からの変調信号をベース
バンド信号に変換する。
【００５１】
　複数の変換方式としては、例えば、変調信号の検波を、同期検波で行う方式や、自乗検
波で行う方式、包絡線検波で行う方式等があり、さらに、変調信号の検波を、同期検波で
行う場合には、同期検波に用いる再生キャリアの生成に、PLLを用いる方式や、注入同期
を用いる方式等がある。
【００５２】
　以上のように、変換部５２では、複数の変換方式の中から選択された１つの変換方式で
周波数変換を行うので、周波数変換を、柔軟に行うことができる。
【００５３】
　なお、アンテナ４４と５１とは、１つのアンテナで兼用することが可能である。
【００５４】
　［変換部５２の構成例］
【００５５】
　図３は、図２の変換部５２の構成例を示すブロック図である。
【００５６】
　ここで、変換部５２では、複数の変換方式として、変調信号の検波を、自乗検波で行う
方式（以下、自乗検波方式ともいう）や、変調信号の検波を、同期検波で行い、同期検波
に用いる再生キャリアの生成に、PLLを用いる方式（以下、PLL同期検波方式ともいう）、
変調信号の検波を、同期検波で行い、同期検波に用いる再生キャリアの生成に、注入同期
を用いる方式（以下、注入同期検波方式ともいう）等を採用することができる。
【００５７】
　例えば、PLL同期検波方式では、再生キャリアの生成に、PLLを用いるので、電波が伝播
する伝送路の特性（伝送路特性）の安定性にかかわらず、安定性の高い再生キャリアを生
成することができる。
【００５８】
　但し、PLL同期検波方式では、変換部５２にPLLを設ける必要があるため、変換部５２、
ひいては、受信装置５０（図２）の回路規模が大になる。
【００５９】
　一方、注入同期検波方式では、再生キャリアの生成に、変調信号（RF(Radio Frequency
)信号）が、注入信号として用いられるため、安定性の高い再生キャリアを生成するため
には、伝送路特性が安定していることが望ましい。
【００６０】
　ところで、半導体チップ３１ないし３４（図１）は、筐体１０内に固定されており、無
線通信を行う任意の２つの半導体チップの位置関係は、変わらない。
【００６１】
　さらに、半導体チップ３１ないし３４（図１）は、金属製の筐体１０内に収容されてお
り、筐体１０の外部の電波からの干渉を受けない。
【００６２】
　したがって、半導体チップ３１ないし３４の通信環境（伝送路特性）は、安定しており
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、そのような安定した通信環境では、注入同期検波方式において、安定性の高い再生キャ
リアを生成することができる。
【００６３】
　そこで、本実施の形態では、変換部５２が行う周波数変換の複数の変換方式の１つとし
ては、PLLが不要で、回路構成が簡単な注入同期検波方式を採用することとする。
【００６４】
　ところで、注入同期検波方式では、変調信号（RF(Radio Frequency)信号）を、注入信
号として、発振器（発振回路）に注入することで、発振器において、注入信号としての変
調信号（のキャリア）に同期した再生キャリアが生成される。そして、注入同期検波方式
では、変調信号への同期（ロック）には、変調信号が、ある程度高レートのデータの変調
信号であることが必要であり、変調信号が、低レートのデータの変調信号である場合には
、変調信号への同期や、その同期の維持が困難となり、検波をすることができないことが
ある。
【００６５】
　一方、自乗検波方式では、変調信号を自乗することにより、変調信号がベースバンド信
号に変換されるが、低レートのデータの変調信号であっても、検波することができる。
【００６６】
　そこで、本実施の形態では、変換部５２が行う周波数変換の複数の変換方式として、注
入同期検波方式の他に、自乗検波方式を採用することとする。
【００６７】
　ここで、以上のように、本実施の形態では、複数の変換方式として、注入同期検波方式
、及び、自乗検波方式を採用するが、複数の変換方式としては、許容される回路規模及び
コスト、通信環境等を勘案して、例えば、PLL同期検波方式やその他の方式を採用するこ
とができる。
【００６８】
　複数の変換方式として、注入同期検波方式と自乗検波方式とを採用する場合には、例え
ば、画像のデータ等の高レートの（データの）変調信号については、注入同期検波方式に
より、適切に検波することができ、制御データ等の低レートの（データの）変調信号につ
いては、自乗検波方式により、適切に検波することができる。
【００６９】
　変換部５２において、複数の変換方式で周波数変換を行う方法としては、その複数の変
換方式それぞれで周波数変換を行う回路を、半導体チップ上に構成する方法がある。
【００７０】
　例えば、上述したように、複数の変換方式として、注入同期検波方式と自乗検波方式と
を採用する場合には、周波数変換を、注入同期検波方式で行う回路と、自乗検波方式で行
う回路とを、半導体チップ３１（ないし３４）上に、独立に構成し、スイッチによって、
変調信号を供給する回路を切り替える方法がある。
【００７１】
　但し、周波数変換を、注入同期検波方式で行う回路と、自乗検波方式で行う回路とを、
半導体チップ３１上に、独立に構成し、スイッチによって、変調信号を供給する回路を切
り替えるのでは、半導体チップ３１上に占める変換部５２の面積が、回路の数に比例して
大になり、また、ミリ波帯の変調信号がスイッチを経由することによる特性劣化の懸念が
生じる。
【００７２】
　そこで、図３の変換部５２では、注入同期検波方式で行う回路と、自乗検波方式で行う
回路とが、いわば一体的に構成されている。
【００７３】
　すなわち、図３において、変換部５２は、RF(Radio Frequency)アンプ６１、電圧電流
変換回路６２、負性抵抗回路６３、LC共振回路６４、ミキサ６５、BB(Base Band)アンプ
６６、及び、制御部６７を有する。
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【００７４】
　RFアンプ６１には、アンテナ５１（図２）からの変調信号が供給される。
【００７５】
　RFアンプ６１は、アンテナ５１からの変調信号（RF信号）を増幅し、電圧電流変換回路
６２の入力端子INと、ミキサ６５に供給する。
【００７６】
　電圧電流変換回路６２は、その入力端子INに供給される、RFアンプ６１からの変調信号
の電圧電流変換を行い、その電圧電流変換後の信号（電流）を、出力信号として、出力端
子OUTから出力する。
【００７７】
　なお、電圧電流変換回路６２は、電圧電流変換の利得を調整することが可能になってお
り、その利得の調整は、制御部６７によって行われる。
【００７８】
　負性抵抗回路６３は、その端子OUTから見て、負性抵抗として機能し、負性抵抗の機能
のオン／オフが可能になっている。負性抵抗回路６３の端子OUTには、LC共振回路６４が
接続されている。
【００７９】
　なお、負性抵抗回路６３の負性抵抗の機能のオン／オフは、制御部６７によって行われ
る。
【００８０】
　LC共振回路６４には、電圧電流変換回路６２が出力する出力信号が、負性抵抗回路６３
とLC共振回路６４との接続点を経由して供給される。
【００８１】
　また、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４との接続点は、ミキサ６５に接続されており
、したがって、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４との接続点に現れる信号（以下、接続
点信号ともいう）は、ミキサ６５に供給される。
【００８２】
　ミキサ６５は、RFアンプ６１から供給される変調信号と、負性抵抗回路６３とLC共振回
路６４との接続点からの接続点信号とをミキシング（乗算）することにより、RFアンプ６
１から供給される変調信号を、ベースバンド信号に変換し、BBアンプ６６に供給する。
【００８３】
　BBアンプ６６は、ミキサ６５からのベースバンド信号を増幅して出力する。
【００８４】
　BBアンプ６６が出力するベースバンド信号は、図示せぬLPF(Low Pass Filter)でフィル
タリングされ、これにより、送信データに対応する周波数成分が抽出（取得）される。
【００８５】
　なお、負性抵抗回路６３の負性抵抗の機能がオンにされた場合、負性抵抗回路６３とLC
共振回路６４とで、発振回路（発振器）が構成される。
【００８６】
　［変換部５２の動作］
【００８７】
　図４は、変換部５２が、注入同期検波方式で周波数変換を行う場合の動作を説明する図
である。
【００８８】
　注入同期検波方式で周波数変換を行う場合、制御部６７は、負性抵抗回路６３の負性抵
抗の機能をオンにし、これにより、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで、発振回路が
構成される。
【００８９】
　そして、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで構成される発振回路には、電圧電流変
換回路６２が、RFアンプ６１からの変調信号の電圧電流変換を行うことにより出力する出



(11) JP 2012-109700 A 2012.6.7

10

20

30

40

50

力信号が、注入信号として供給（電流注入）される。
【００９０】
　負性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで構成される発振回路は、電圧電流変換回路６２
からの出力信号を、いわば発振の種として発振する。発振回路の発振によって得られる発
振信号（以下、LO(Local Oscillator)信号ともいう）は、再生キャリアとして、ミキサ６
５に供給される。
【００９１】
　ここで、LC共振回路６４は、共振周波数の調整が可能であり、共振周波数を、変調信号
のキャリアの周波数FCに近い周波数に調整することで、負性抵抗回路６３とLC共振回路６
４とで構成される発振回路が発振するLO信号は、注入信号である出力信号、つまり、変調
信号（のキャリア）に同期（インジェクションロック）する。
【００９２】
　ミキサ６５は、RFアンプ６１から供給される変調信号と、負性抵抗回路６３とLC共振回
路６４とで構成される発振回路からのLO信号である再生キャリアとをミキシングすること
により、変調信号の同期検波を行い、その結果得られるベースバンド信号を、BBアンプ６
６に供給する。
【００９３】
　なお、LC共振回路６４の共振周波数の調整は、制御部６７によって行われる。
【００９４】
　また、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで構成される発振回路において、LO信号を
、変調信号（出力信号）に同期させるには、注入信号としての、電圧電流変換回路６２が
出力する出力信号のレベルの調整が必要な場合があるが、出力信号のレベルの調整は、制
御部６７が、電圧電流変換回路６２による電圧電流変換の利得を調整することによって行
われる。
【００９５】
　図５は、変換部５２が、自乗検波方式で周波数変換を行う場合の動作を説明する図であ
る。
【００９６】
　自乗同期検波方式で周波数変換を行う場合、制御部６７は、負性抵抗回路６３の負性抵
抗の機能をオフにし、これにより、電圧電流変換回路６２とLC共振回路６４とで、LC共振
回路６４を負荷とする増幅器が構成される。
【００９７】
　そして、電圧電流変換回路６２とLC共振回路６４とで構成される増幅器では、RFアンプ
６１からの変調信号が増幅され、変調信号を増幅した増幅信号が、ミキサ６５に供給され
る。
【００９８】
　ここで、説明を簡単にするために、電圧電流変換回路６２とLC共振回路６４とで構成さ
れる増幅器の増幅率が、例えば、１倍であるとすると、ミキサ６５に供給される増幅信号
は、変調信号に等しい。
【００９９】
　ミキサ６５は、RFアンプ６１から供給される変調信号と、電圧電流変換回路６２とLC共
振回路６４とで構成される増幅器からの増幅信号である変調信号とをミキシングする（変
調信号を自乗する）ことにより、変調信号の自乗検波を行い、その結果得られるベースバ
ンド信号を、BBアンプ６６に供給する。
【０１００】
　なお、制御部６７は、電圧電流変換回路６２による電圧電流変換の利得を調整する。こ
の利得の調整は、電圧電流変換回路６２とLC共振回路６４とで構成される増幅器において
、変調信号が、自乗検波に適切なように増幅されるように行われる。
【０１０１】
　［電圧電流変換回路６２、負性抵抗回路６３、及び、LC共振回路６４の構成例］
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【０１０２】
　図６は、図３の電圧電流変換回路６２、負性抵抗回路６３、及び、LC共振回路６４の構
成例を示す図である。
【０１０３】
　電圧電流変換回路６２は、一対のFET(Field-Effect Transistor)７４及び７５を用いた
差動増幅器で構成されている。
【０１０４】
　すなわち、図６において、電圧電流変換回路６２は、コンデンサ７１、抵抗７２及び７
３，FET７４及び７５、並びに、定電流源７６を有する。
【０１０５】
　コンデンサ７１の一端は、アンプ６１の出力端子に接続され、コンデンサ７１の他端は
、抵抗７２の一端に接続されている。
【０１０６】
　抵抗７２の他端は、抵抗７３の一端に接続され、抵抗７２と７３との接続点は、電源VC
Cに接続されている。
【０１０７】
　FET７４のゲートは、コンデンサ７１と抵抗７２との接続点に接続され、FET７５のゲー
トは、抵抗７３の他端に接続されている。
【０１０８】
　また、FET７４及び７５のソースどうしは接続され、そのソースどうしの接続点は、定
電流源７６を介して、グランド(GND)に接続されている。
【０１０９】
　なお、FET７４及び７５のドレインは、ミキサ６５に接続されている。この、ミキサ６
５に接続されている、FET７４のドレインとFET７５のドレインとの間に、再生キャリアと
してのLO信号や、増幅信号としての変調信号が現れる。
【０１１０】
　以上のように構成される電圧電流変換回路６２においては、RFアンプ６１からの変調信
号が、コンデンサ７１を介することにより、直流カットされ、FET７４のゲートに供給さ
れる。
【０１１１】
　FET７４のゲートには、電源VCCによって、抵抗７２を介して、バイアスがかけられてお
り、FET７５のゲートにも、電源VCCによって、抵抗７３を介して、バイアスがかけられて
いる。
【０１１２】
　そして、FET７４のゲートには、コンデンサ７１で直流カットされた変調信号が供給さ
れる。
【０１１３】
　したがって、差動増幅器を構成しているFET７４のドレイン・ゲート間、及び、FET７５
のドレイン・ゲート間には、変調信号に対応する電流、すなわち、変調信号を電圧電流変
換した電流が流れる。
【０１１４】
　なお、電圧電流変換回路６２の電圧電流変換の利得の調整は、定電流源７６に流れる電
流IILを調整することにより行うことができ、電流IILの調整は、制御部６７によって行わ
れる。
【０１１５】
　負性抵抗回路６３は、クロスカップル接続された一対のFET８１及び８２で構成されて
いる。
【０１１６】
　すなわち、図６において、負性抵抗回路６３は、FET８１及び８２、並びに、定電流源
８３を有する。
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【０１１７】
　FET８１及び８２は、クロスカップル接続されている。
【０１１８】
　すなわち、FET８１のゲートとFET８２のドレインとが接続され、FET８１のドレインとF
ET８２のゲートとが接続されている。
【０１１９】
　また、FET８１及び８２のソースどうしは接続され、そのソースどうしの接続点は、定
電流源８３を介して、グランドに接続されている。
【０１２０】
　なお、FET８１のドレインは、FET７４のドレインとミキサ６５との接続点に接続され、
FET８２のドレインは、FET７５のドレインとミキサ６５との接続点に接続されている。
【０１２１】
　以上のように構成される負性抵抗回路６３は、電流源８３がオンになると、負性抵抗と
して機能し、電流源８３がオフになると、負性抵抗の機能がオフになる。
【０１２２】
　LC共振回路６４は、コイル９１及び９２、コンデンサ９３及び９４、並びに、抵抗９５
を有する。
【０１２３】
　コイル９１及び９２の一端どうしは接続され、そのコイル９１と９２との接続点は、電
源VCCに接続されている。
【０１２４】
　コイル９１の他端は、可変容量コンデンサであるコンデンサ９３の一端に接続され、コ
イル９２の他端は、可変容量コンデンサであるコンデンサ９４の一端に接続されている。
【０１２５】
　コンデンサ９３及び９４の他端どうしは接続され、そのコンデンサ９３と９４との接続
点は、抵抗９５を介して、端子Vtuneに接続されている。
【０１２６】
　そして、コイル９１とコンデンサ９３との接続点は、電圧電流変換回路６２のFET７４
のドレイン（とミキサ６５との接続点）、及び、負性抵抗回路６３のFET８１のドレイン
（とミキサ６５との接続点）に接続されている。
【０１２７】
　同様に、コイル９２とコンデンサ９４との接続点は、電圧電流変換回路６２のFET７５
のドレイン、及び、負性抵抗回路６３のFET８２のドレインに接続されている。
【０１２８】
　なお、コイル９１及び９２は、１つのコイルで構成することができる。
【０１２９】
　以上のように構成されるLC共振回路６４については、端子Vtuneから、抵抗９５を介し
て、コンデンサ９３と９４との接続点のバイアスを調整することで、LC共振回路６４の共
振周波数を調整することができる。コンデンサ９３と９４との接続点のバイアスの調整は
、制御部６７によって行われる。
【０１３０】
　変換部５２が、注入同期検波方式で、周波数変換を行う場合、制御部６７は、負性抵抗
回路６３の電流源８３をオンにすることで、負性抵抗回路６３の負性抵抗の機能をオンに
する。
【０１３１】
　負性抵抗回路６３の負性抵抗の機能がオンになることで、負性抵抗回路６３とLC共振回
路６４との間には、電流が流れるようになり、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで、
発振回路が構成される。
【０１３２】
　一方、電圧電流変換回路６２では、RFアンプ６１から供給される変調信号が、電圧電流
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変換され、FET７４及び７５のドレインには、変調信号に対応する電流が、出力信号とし
て流れる。
【０１３３】
　出力信号としての、変調信号に対応する電流は、FET７４及び７５のドレインから、負
性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで構成される発振回路に、注入信号として注入される
。
【０１３４】
　発振回路は、電圧電流変換回路６２からの出力信号を、発振の種として発振し、その得
られるLO信号は、再生キャリアとして、ミキサ６５に供給される。
【０１３５】
　ここで、制御部６７は、端子Vtuneから、抵抗９５を介して、コンデンサ９３と９４と
の接続点のバイアスを調整することで、LC共振回路６４の共振周波数を、変調信号のキャ
リアの周波数に近い周波数（同期の引き込み範囲）に調整する。
【０１３６】
　LC共振回路６４の共振周波数を、変調信号のキャリアの周波数に近い周波数に調整する
ことで、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで構成される発振回路が発振するLO信号は
、注入信号である出力信号、つまり、変調信号（のキャリア）に同期（ロック）する。
【０１３７】
　なお、制御部６７は、コンデンサ９３と９４との接続点のバイアスを調整することで、
LC共振回路６４の共振周波数の調整を行う他、定電流源７６の電流IILを調整することで
、電圧電流変換回路６２による電圧電流変換の利得の調整も行う。
【０１３８】
　すなわち、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで構成される発振回路において、LO信
号を、変調信号（出力信号）に同期させるには、LC共振回路６４の共振周波数の調整と、
注入信号としての、電圧電流変換回路６２が出力する出力信号のレベルの調整、つまり、
電圧電流変換の利得の調整とが必要であり、これらの、共振周波数の調整、及び、電圧電
流変換の利得の調整は、制御部６７が行う。
【０１３９】
　一方、変換部５２が、自乗同期検波方式で、周波数変換を行う場合、制御部６７は、負
性抵抗回路６３の電流源８３をオフにすることで、負性抵抗回路６３の負性抵抗の機能を
オフにする。
【０１４０】
　負性抵抗回路６３の負性抵抗の機能がオフになると、負性抵抗回路６３には、電流が流
れなくなり、電圧電流変換回路６２とLC共振回路６４とで、増幅器（アンプ）が構成され
る。
【０１４１】
　そして、電圧電流変換回路６２とLC共振回路６４とで構成される増幅器では、RFアンプ
６１からの変調信号が増幅され、変調信号を増幅した増幅信号が、ミキサ６５に供給され
る。
【０１４２】
　なお、制御部６７は、電圧電流変換回路６２とLC共振回路６４とで構成される増幅器に
おいて、変調信号が、自乗検波に適切なように増幅されるように、電圧電流変換回路６２
による電圧電流変換の利得の調整、すなわち、定電流源の電流IILの調整を行う。
【０１４３】
　［注入同期検波方式と自乗検波方式の特徴］
【０１４４】
　図７は、変換部５２が行う周波数変換の複数の変換方式としての注入同期検波方式と自
乗検波方式それぞれの特徴を説明する図である。
【０１４５】
　注入同期検波方式は、自乗検波方式と比較して、相対的に、周波数変換が可能な変調信
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号のレベルのレンジ（受信レンジ）、及び、周波数帯域（帯域）が、広いが、自乗検波方
式は、ゲインが自乗（２乗）特性を有するため、注入同期検波方式と比較して、相対的に
、周波数変換が可能な変調信号のレベルのレンジ、及び、周波数帯域が、狭い。
【０１４６】
　また、注入同期検波方式では、低レートの変調信号については、LO信号の、変調信号へ
の同期が不安定になるために、周波数変換を行うことが困難なことがあるが、自乗検波方
式では、そのような同期の不安定を原因として、低レートの変調信号の周波数変換を行う
ことが困難になることは、ない。
【０１４７】
　したがって、低レートの変調信号の周波数変換（低レート伝送）には、注入同期検波方
式より、自乗検波方式の方が適切である。
【０１４８】
　さらに、注入同期検波方式では、再生キャリアとしてのLO信号の周波数の制御（LO周波
数制御）、すなわち、LC共振回路６４の共振周波数の制御を行う必要があるが、自乗検波
方式では、再生キャリアを生成しないので、LO周波数制御を行う必要がない。
【０１４９】
　また、注入同期検波方式では、周波数分割された変調信号を周波数変換することにより
得られるベースバンド信号から、データ系列（送信データ）の選択（分離）を行うこと（
BB(Baseband)帯で信号選択）が可能であるが、自乗検波方式では、そのようなデータ系列
の選択を行うことが困難である。
【０１５０】
　ここで、図８は、ベースバンド信号からの、データ系列の選択を説明する図である。
【０１５１】
　図８Ａは、周波数分割された変調信号#1及び#2のスペクトラムを示す図である。
【０１５２】
　図８Ａにおいて、変調信号#1は、ある周波数f1のキャリアを、あるデータレートのデー
タ系列#1で変調した信号であり、変調信号#2は、周波数f1よりも高い周波数f2のキャリア
を、あるデータレートのデータ系列#2で変調した信号である。
【０１５３】
　キャリアの周波数f1及びf2として、変調信号#1及び#2の周波数帯域が重ならない周波数
を用いることにより、変調信号#1及び#2を、同時に送信することができる。
【０１５４】
　すなわち、例えば、半導体チップ３１ないし３４において、任意の２つの半導体チップ
のうちの一方の半導体チップから、変調信号#1を、他方の半導体チップに送信し、他方の
半導体チップから、変調信号#2を、一方の半導体チップに送信することを、同時に行うこ
とができる。
【０１５５】
　また、例えば、半導体チップ３１ないし３４において、任意の３つの半導体チップであ
る第１チップ、第２チップ、及び、第３チップのうちの、第１チップから、変調信号#1を
、第２チップに送信し、変調信号#2を、第３チップに送信することを、同時に行うことが
できる。
【０１５６】
　図８Ｂは、注入同期検波方式で、変調信号#1及び#2の周波数変換を行って得られるベー
スバンド信号のスペクトラムを示す図である。
【０１５７】
　注入同期検波方式において、例えば、再生キャリアとしてのLO信号を、変調信号#1に同
期させたとすると、データ系列#1の周波数成分は、DC(Direct Current)付近に広がり、デ
ータ系列#2の周波数成分は、周波数f2-f1を中心に広がる。
【０１５８】
　したがって、データ系列#1は、ベースバンド信号を、LPFでフィルタリングすることに
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より抽出することができる。
【０１５９】
　また、注入同期検波方式では、再生キャリアとしてのLO信号を、変調信号#2に同期させ
ることで、データ系列#2の周波数成分が、DC付近に広がるので、やはり、ベースバンド信
号を、LPFでフィルタリングすることにより、データ系列#2を抽出することができる。
【０１６０】
　以上のように、注入同期検波方式によれば、周波数分割された変調信号#1及び#2を周波
数変換することにより得られるベースバンド信号から、データ系列#1又は#2を選択（分離
）することができる。
【０１６１】
　図８Ｃは、自乗検波方式で、変調信号#1及び#2の周波数変換を行って得られるベースバ
ンド信号のスペクトラムを示す図である。
【０１６２】
　自乗検波方式では、変調信号#1及び#2（の全体）が自乗されるため、その結果得られる
ベースバンド信号においては、データ系列#1及び#2の周波数成分の両方が、DC付近に広が
るとともに、周波数f2-f1を中心に広がる。
【０１６３】
　したがって、自乗検波方式で得られるベースバンド信号では、データ系列#1及び#2の周
波数成分が重畳されてしまうため、自乗検波方式によれば、周波数分割された変調信号#1
及び#2を周波数変換することにより得られるベースバンド信号から、データ系列#1や#2を
選択することが困難となる。
【０１６４】
　以上のように、注入同期検波方式では、周波数分割された変調信号を周波数変換するこ
とにより得られるベースバンド信号から、データ系列の選択を行うことが可能であるが、
自乗検波方式では、そのようなデータ系列の選択を行うことが困難である。
【０１６５】
　［変換方式の選択］
【０１６６】
　図９は、変換方式の選択を説明する図である。
【０１６７】
　注入同期検波方式と自乗検波方式とのそれぞれは、図７及び図８で説明したような特徴
を有するので、変換部５２では、その特徴を考慮して、周波数変換の変換方式を選択する
ことができる。
【０１６８】
　変換部５２において、変換方式の選択は、制御部６７によって行われる。
【０１６９】
　図９は、変調信号のデータレートに応じた、変換方式の選択を説明する図である。
【０１７０】
　制御部６７では、例えば、変調信号のデータレートに応じ、画像のデータ等の高レート
の変調信号が送信されてくる場合には、注入同期検波方式を選択し、制御データ等の低レ
ートの変調信号が送信されてくる場合には、自乗検波方式を選択することができる。
【０１７１】
　変調信号として、高レート、又は、低レートの変調信号のいずれが送信されてくるかの
情報は、例えば、制御部６７において、変調信号を送信してくる送信装置４０（図２）か
ら、図示せぬ有線による配線を介して受信することができる。
【０１７２】
　図９では、あるタイミングにおいて、半導体チップ３１から、半導体チップ３２ないし
３４のそれぞれに、低レートの変調信号である、例えば、制御データの変調信号が送信さ
れている。
【０１７３】
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　さらに、図９では、他のタイミングにおいて、半導体チップ３１から、半導体チップ３
２に対して、高レートの変調信号である、例えば、画像のデータの変調信号が送信されて
いるとともに、半導体チップ３３から、半導体チップ３４に対しても、高レートの変調信
号が送信されている。
【０１７４】
　半導体チップ３１から、半導体チップ３２ないし３４のそれぞれに、低レートの変調信
号が送信される場合、その低レートの変調信号を受信する半導体チップ３２ないし３４そ
れぞれの制御部６７では、自乗検波方式が選択される。
【０１７５】
　また、半導体チップ３１から、半導体チップ３２に対して、高レートの変調信号が送信
されるとともに、半導体チップ３３から、半導体チップ３４に対して、高レートの変調信
号が送信される場合、高レートの変調信号を受信する半導体チップ３２及び３４それぞれ
の制御部６７では、注入同期検波方式が選択される。
【０１７６】
　図１０は、変調信号を送信する送信装置４０（図２）からの指示に応じた、変換方式の
選択を説明する図である。
【０１７７】
　制御部６７では、例えば、デフォルトで、自乗検波方式を選択することができる。さら
に、制御部６７では、変調信号を送信してくる送信装置４０からの指示に応じ、例えば、
デフォルトの変換方式でない注入同期検波方式が指示された場合には、注入同期検波方式
を選択することができる。
【０１７８】
　図１０では、半導体チップ３１から、半導体チップ３２ないし３４のそれぞれに、所定
の周波数のキャリアの低レートの変調信号として、制御データの変調信号が送信されてい
る。
【０１７９】
　半導体チップ３２ないし３４それぞれの制御部６７では、半導体チップ３１から、注入
同期検波方式の指示がない場合には、デフォルトで、自乗検波方式を選択する。したがっ
て、半導体チップ３２ないし３４それぞれの受信装置５０（図２）では、半導体チップ３
１からの変調信号の周波数変換が、自乗検波方式で行われる。
【０１８０】
　その後、例えば、画像のデータ等の高レートのデータの変調信号を、半導体チップ３１
から半導体チップ３２に送信するとともに、半導体チップ３３から半導体チップ３４に送
信するために、半導体チップ３１が、半導体チップ３２及び３４への注入同期検波方式の
指示、並びに、半導体チップ３３への高レートのデータの送信の指示を含む制御データの
変調信号を送信すると、半導体チップ３２及び３４それぞれの制御部６７では、半導体チ
ップ３１からの制御データ（の変調信号）に含まれる、注入同期検波方式の指示に従い、
注入同期検波方式を選択する。
【０１８１】
　さらに、半導体チップ３１は、高レートのデータの変調信号の送信を開始する。また、
半導体チップ３３は、半導体チップ３１からの制御データに含まれる指示に従い、高レー
トのデータの変調信号の送信を開始する。
【０１８２】
　そして、半導体チップ３２の受信装置５０では、半導体チップ３１からの高レートのデ
ータの変調信号の周波数変換が、注入同期検波方式で行われる。半導体チップ３４の受信
装置５０でも、半導体チップ３３からの高レートのデータの変調信号の周波数変換が、注
入同期検波方式で行われる。
【０１８３】
　その後、半導体チップ３２の制御部６７は、半導体チップ３１からの高レートのデータ
（の変調信号）の受信が完了すると、自乗検波方式を選択する。
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【０１８４】
　半導体チップ３４の制御部６７も、半導体チップ３３からの高レートのデータの受信が
完了すると、自乗検波方式を選択する。
【０１８５】
　なお、半導体チップ３１による、高レート（のデータ）の変調信号の送信と、半導体チ
ップ３３による、高レートの変調信号の送信とが、時間的に重複して行われることがない
場合には、半導体チップ３１が送信する高レートの変調信号のキャリアの周波数f2と、半
導体チップ３３が送信する高レートの変調信号のキャリアの周波数f3としては、半導体チ
ップ３１及び３３のそれぞれが送信する変調信号の周波数帯域どうしが重なるような周波
数であっても使用することができる。
【０１８６】
　但し、半導体チップ３１による、高レートの変調信号の送信と、半導体チップ３３によ
る、高レートの変調信号の送信とが、時間的に重複して行われることがある場合には、周
波数f2とf3としては、半導体チップ３１及び３３のそれぞれが送信する変調信号の周波数
帯域どうしが重ならないような周波数を使用する必要がある。
【０１８７】
　半導体チップ３１による、高レートの変調信号の送信と、半導体チップ３３による、高
レートの変調信号の送信とが、時間的に重複して行われる場合、注入同期検波方式を選択
している半導体チップ３２の変換部５２では、同時に送信されてくる、周波数f2のキャリ
アの変調信号、及び、周波数f3のキャリアの変調信号のうちの、周波数f2のキャリアの変
調信号、つまり、半導体チップ３１からの変調信号に同期したLO信号を生成（発振）し、
そのLO信号を再生キャリアとして用いて、周波数変換を行う。
【０１８８】
　そして、半導体チップ３２の変換部５２は、周波数変換によって得られるベースバンド
信号からの、図８で説明したデータ系列の選択を行う。
【０１８９】
　同様に、半導体チップ３４の変換部５２では、同時に送信されてくる、周波数f2のキャ
リアの変調信号、及び、周波数f3のキャリアの変調信号のうちの、周波数f3のキャリアの
変調信号、つまり、半導体チップ３３からの変調信号に同期したLO信号を生成し、そのLO
信号を再生キャリアとして用いて、周波数変換を行う。
【０１９０】
　そして、半導体チップ３４の変換部５２は、周波数変換によって得られるベースバンド
信号からの、図８で説明したデータ系列の選択を行う。
【０１９１】
　周波数変換の変換方式の選択は、以上のように、変調信号のデータレートや、変調信号
を送信する送信装置４０からの指示に応じて行う他、その他の方法によって行うこともで
きる。
【０１９２】
　すなわち、制御部６７では、例えば、変調信号の受信レベルに応じ、変調信号の（レベ
ルの）受信レベルが低い場合には、受信レンジが相対的に広い注入同期検波方式を選択し
、変調信号の受信レベルが高い場合には、受信レンジが相対的に狭い自乗検波方式を選択
することができる。
【０１９３】
　なお、注入同期検波方式は、受信レンジが相対的に広いので、制御部６７は、変調信号
の受信レベルについては、その受信レベルの高低に関係なく、常時、注入同期検波方式を
選択することができる。
【０１９４】
　但し、自乗検波方式は、負性抵抗回路６３が負性抵抗として機能する注入同期検波方式
に比較して、消費電力が低いので、変調信号の受信レベルが高い場合に、自乗検波方式を
選択することで、常時、注入同期検波方式を選択する場合に比較して、消費電力を抑制す
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ることができる。
【０１９５】
　また、通信を行う２つの半導体チップどうしを、十分に近い距離ではあるが、比較的離
れた距離に配置せざるを得ないことがある。
【０１９６】
　すなわち、例えば、３つの半導体チップである第１チップないし第３チップにおいて、
第１チップが、第２チップから送信されてくる変調信号を受信する場合と、第３チップか
ら送信されてくる変調信号を受信する場合とがあり、さらに、第１チップと第２チップと
は、比較的近い距離D1に配置することができるが、第１チップと第３チップとは、距離D1
よりも離れた距離D2にしか配置することができないことがある。
【０１９７】
　この場合、第２チップ及び第３チップからの変調信号を受信する第１チップの制御部６
７は、変調信号を送信してくる通信相手が、第２チップ及び第３チップのうちのいずれで
あるかによって、変換方式を選択することができる。
【０１９８】
　すなわち、第１チップの制御部６７では、第１チップと比較的近い距離D1に配置された
第２チップが通信相手である場合には、そのような近い距離D1に配置された第２チップか
ら送信されてくる変調信号の受信レベルが高いことを考慮して、受信レンジが相対的に狭
い自乗検波方式を選択することができる。
【０１９９】
　また、第１チップの制御部６７では、第１チップから距離D1より離れた距離D2に配置さ
れた第３チップが通信相手である場合には、そのような離れた距離D2に配置された第３チ
ップから送信されてくる変調信号の受信レベルが低いことを考慮して、受信レンジが相対
的に広い注入同期検波方式を選択することができる。
【０２００】
　さらに、例えば、上述のように、第１チップが、第２チップから送信されてくる変調信
号を受信することと、第３チップから送信されてくる変調信号を受信することとがある場
合において、第２チップが、１つのキャリアを変調した変調信号を送信し、第３チップが
、複数のキャリアを変調した複数の変調信号を周波数分割で送信するときにも、第１チッ
プの制御部６７は、変調信号を送信してくる通信相手が、第２チップ及び第３チップのう
ちのいずれであるかによって、変換方式を選択することができる。
【０２０１】
　すなわち、第１チップの制御部６７では、１つのキャリアを変調した変調信号を送信し
てくる第２チップが通信相手である場合には、図８で説明したデータ系列の選択の必要が
ないので、データ系列の選択が困難ではあるが、消費電力が低い自乗検波方式を選択する
ことができる。
【０２０２】
　また、第１チップの制御部６７では、複数の変調信号を周波数分割で送信してくる第３
チップが通信相手である場合には、図８で説明したデータ系列の選択が必要なので、デー
タ系列の選択が可能な注入同期検波方式を選択することができる。
【０２０３】
　さらに、制御部６７では、変換部５２の同期の状態に応じ、デフォルトでは、例えば、
注入同期検波方式を選択し、注入同期検波方式において、再生キャリアとしてのLO信号を
、変調信号に同期させることができない場合に、自乗検波方式を選択することができる。
【０２０４】
　また、制御部６７では、変換方式を指示するメカニカルな、又は、GUI(Graphical User
 Interface)等の操作部（図示せず）の操作に応じて、変換方式を選択することができる
。
【０２０５】
　＜第２実施の形態＞
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【０２０６】
　［電子機器の第２実施の形態の構成例］
【０２０７】
　図１１は、本発明を適用した電子機器の第２実施の形態の構成例を示す平面図である。
【０２０８】
　なお、図中、図１の場合と対応する部分については、同一の符号を付してあり、以下で
は、その説明は、適宜省略する。
【０２０９】
　図１１の電子機器では、半導体チップ３１及び３２が配置された基板２１、並びに、半
導体チップ３３及び３４が配置された基板２２が、筐体内１０に収容されており、したが
って、図１１の電子機器は、図１の電子機器と同様に構成されている。
【０２１０】
　但し、図１１の電子機器では、半導体チップ３１ないし３４それぞれの変換部５２にお
いて、周波数変換を行う変換方式が、１つだけに固定されている。
【０２１１】
　すなわち、図１の電子機器では、半導体チップ３１ないし３４それぞれの変換部５２に
おいて、複数の変換方式のいずれかで、周波数変換を行うことが可能であり、その複数の
変換方式の中から、周波数変換を行う１つの変換方式を、いわば動的に選択することがで
きる。
【０２１２】
　一方、図１１の電子機器では、半導体チップ３１ないし３４それぞれの変換部５２にお
いて、複数の変換方式のいずれかで、周波数変換を行うことが可能であり、その点は、図
１の電子機器と共通するが、複数の変換方式の中からあらかじめ選択された１つの変換方
式でのみ、周波数変換を行い、変換方式が、複数の変換方式の中からあらかじめ選択され
た１つの変換方式に固定されている点で、図１の電子機器と相違する。
【０２１３】
　図１１の電子機器では、半導体チップ３１ないし３４のそれぞれについて、受信する変
調信号に応じて、周波数変換の変換方式が固定（あらかじめ選択）されている。
【０２１４】
　すなわち、図１１の電子機器では、半導体チップ３１は、半導体チップ３２に、高レー
トの変調信号を送信することと、半導体チップ３３に、低レートの変調信号を送信するこ
とがある。
【０２１５】
　半導体チップ３２は、半導体チップ３４に、高レートの変調信号を送信することがある
。
【０２１６】
　半導体チップ３３は、半導体チップ３１に、低レートの変調信号を送信することと、半
導体チップ３４に、高レートの変調信号を送信することがある。
【０２１７】
　半導体チップ３４は、半導体チップ３１に、低レートの変調信号を送信することがある
。
【０２１８】
　したがって、図１１の電子機器では、半導体チップ３１は、半導体チップ３３からの低
レートの変調信号と、半導体チップ３４からの低レートの変調信号とを受信することはあ
るが、高レートの変調信号を受信することはない。
【０２１９】
　また、半導体チップ３２は、半導体チップ３１からの高レートの変調信号を受信するこ
とはあるが、低レートの変調信号を受信することはない。
【０２２０】
　さらに、半導体チップ３３は、半導体チップ３１からの低レートの変調信号を受信する
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ことはあるが、高レートの変調信号を受信することはない。
【０２２１】
　また、半導体チップ３４は、半導体チップ３２からの高レートの変調信号と、半導体チ
ップ３３からの高レートの変調信号とを受信することはあるが、低レートの変調信号を受
信することはない。
【０２２２】
　そこで、図１１では、低レートの変調信号を受信することはあるが、高レートの変調信
号を受信することがない半導体チップ３１及び３３それぞれの変換部５２については、周
波数変換の変換方式が、低レートの変調信号の周波数変換に適した、例えば、自乗検波方
式に固定されている。
【０２２３】
　また、高レートの変調信号を受信することはあるが、低レートの変調信号を受信するこ
とがない半導体チップ３２及び３４それぞれの変換部５２については、周波数変換の変換
方式が、高レートの変調信号の周波数変換に適した、例えば、注入同期検波方式に固定さ
れている。
【０２２４】
　以上のように、図１１の電子機器では、半導体チップ３１ないし３４それぞれの変換部
５２において、周波数変換の変換方式が、受信する変調信号に応じて異なっている。
【０２２５】
　なお、変換方式を、複数の変換方式の中からあらかじめ選択された１つの変換方式に固
定する場合、変換部５２は、図３ないし図６等に示したように、複数の変換方式の中から
、周波数変換を行う１つの変換方式を動的に選択することが可能なように構成することが
できる。
【０２２６】
　但し、図１１の電子機器では、変換方式が、複数の変換方式の中からあらかじめ選択さ
れた１つの変換方式に固定されるので、変換部５２は、その固定の変換方式のみで、周波
数変換を行うように構成することができる。
【０２２７】
　すなわち、図１１の電子機器については、半導体チップ３１及び３３それぞれの変換部
５２は、変換方式が自乗検波方式に固定されるので、自乗検波方式のみで、周波数変換を
行うように構成することができる。同様に、半導体チップ３２及び３４それぞれの変換部
５２は、変換方式が注入同期検波方式に固定されるので、注入同期検波方式のみで、周波
数変換を行うように構成することができる。
【０２２８】
　図１２は、自乗検波方式のみで、周波数変換を行う変換部５２の構成例を示す図である
。
【０２２９】
　図中、図３の場合と対応する部分については、同一の符号を付してあり、以下では、そ
の説明は、適宜省略する。
【０２３０】
　図１２の変換部５２は、RFアンプ６１、ミキサ６５、及び、BBアンプ６６を有する点で
、図３の場合と共通する。
【０２３１】
　但し、図１２の変換部５２は、電圧電流変換回路６２、負性抵抗回路６３、LC共振回路
６４、及び、制御部６７が設けられておらず、増幅器１０１が新たに設けられている点で
、図３の場合と相違する。
【０２３２】
　図１２の変換部５２では、増幅器１０１に、RFアンプ６１から変調信号が供給される。
【０２３３】
　増幅器１０１は、図５で説明した、電圧電流変換回路６２とLC共振回路６４とで構成さ
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得られる増幅信号を、ミキサ６５に供給する。
【０２３４】
　ミキサ６５は、RFアンプ６１から供給される変調信号と、増幅器１０１からの増幅信号
とをミキシングする（変調信号を自乗する）ことにより、変調信号の自乗検波を行い、そ
の結果得られるベースバンド信号を、BBアンプ６６に供給する。
【０２３５】
　図１３は、注入同期検波方式のみで、周波数変換を行う変換部５２の構成例を示す図で
ある。
【０２３６】
　図中、図３の場合と対応する部分については、同一の符号を付してあり、以下では、そ
の説明は、適宜省略する。
【０２３７】
　図１３の変換部５２は、RFアンプ６１、ミキサ６５、及び、BBアンプ６６を有する点で
、図３の場合と共通する。
【０２３８】
　但し、図１２の変換部５２は、電圧電流変換回路６２、負性抵抗回路６３、LC共振回路
６４、及び、制御部６７が設けられておらず、発振回路１１１が新たに設けられている点
で、図３の場合と相違する。
【０２３９】
　図１３の変換部５２では、発振回路１１１に、RFアンプ６１から変調信号が、注入信号
として供給される。
【０２４０】
　発振回路１１１は、図４で説明した、負性抵抗回路６３とLC共振回路６４とで構成され
る発振回路と同様の機能を有しており、RFアンプ６１からの注入信号としての変調信号に
同期したLO信号を生成（発振）し、再生キャリアとして、ミキサ６５に供給する。
【０２４１】
　ミキサ６５は、RFアンプ６１から供給される変調信号と、発振回路１１１からの再生キ
ャリアとをミキシングすることにより、変調信号の注入同期検波を行い、その結果得られ
るベースバンド信号を、BBアンプ６６に供給する。
【０２４２】
　なお、本発明の実施の形態は、上述した実施の形態に限定されるものではなく、本発明
の要旨を逸脱しない範囲において種々の変更が可能である。
【０２４３】
　すなわち、例えば、図１１の電子機器において、半導体チップ３１ないし３４の一部に
ついては、複数の変換方式の中からあらかじめ選択された１つの変換方式のみで、周波数
変換を行うように、変換部５２を構成し、残りについては、複数の変換方式の中から、周
波数変換を行う１つの変換方式を動的に選択することが可能なように、変換部５２を構成
することができる。
【符号の説明】
【０２４４】
　１０　筐体，　２１，２２　基板，　３１ないし３４　半導体チップ，　４０　送信装
置，　４１　発振器，　４２　ミキサ，　４３　アンプ，　４４　アンテナ，　５０　受
信装置，　５１　アンテナ，　５２　変換部，　６１　RFアンプ，　６２　電圧電流変換
回路，　６３　負性抵抗回路，　６４　LC共振回路，　６５　ミキサ，　６６　BBアンプ
，　６７　制御部，　７１　コンデンサ，　７２，７３　抵抗，　７４，７５　FET，　
７６　定電流源，　８１，８２　FET，　８３　定電流源，　９１，９２　コイル，　９
３，９４　コンデンサ，　９５　抵抗，　１０１　増幅器，　１１１　発振回路
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】
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